
市 長
当

１　特　別　職

Ⅱ

 給   　　　　　

　

　与

区　　　　分 職 員

 

数 期 末 手 当
報 酬 給 料

年

給

間支給率(月分)

市 長

　

等
人 千円 千円 千円

5 4

 

9,428 21,99

与

7
( 4.450月分)

　

議 員 28 176,79

 

6 78,675

本 年 度

及

費

( 4.450月分)

そ

 

の 他 特 別 職 2,710

 

320,504

計 2,

 

743 497,300

明

49,428 100,

 

672

市 長 等 5 49,

　

428 21,997
(

細

4.450月分)

議 員

 

28 176,796 7

　

8,675

前 年 度 ( 4

び

書

.450月分)

そ の 他

 

特 別 職 1,241 217,601

計 1,274 394,397 49,428 100,672

市 長 等 0 0 0

議 員 0 0 0

比  較

そ の 他 特 別 職 1,469 102,903

計 1,469 102,903 0 0

注

教

　市長等とは市長、副市長、常勤の監査委員及び教育長をいい、その他特別職とは市長等及び議員以外の特別

費

共 済 費 合 計 備   考
地 域 手 当 その他の手当 計

千円 千円 千円 千円 千円

10,320 81,745 13,542 9

育

5,287 副 市 長 退 職 手 当

255,471 47,364 302,835

320,504 320,504

10,320 657,720 60,906 718,626

19,303 90,728 13,244 103,972

255

長

,471 51,557 307,028

217,601 217,601

19,303 563,800 64,801 628,601

△8,983 △8,983 298 △8,685

0 △4,193 △4,193

102,903 10

退

2,903

△8,983 93,920 △3,895 90,025

職をいう。
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職 手



円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 957 2,245,323 3,932,771 4,452,858 10,630,952 1,840,362 12,471,314
( 50 )

前 年 度 944 2,071,577 3,750,148 4,267,311 10,089,036 1,713,041 11,802,077
( 51 )

比 較 13 173,746 182,623 185,547 541,916 127,321 669,237
( △1 )

２　一般職

（

時 間 外 ・ 休 日
区 

１

  分 扶 養 手 当 地 域 手

）

当 住 居 手 当 管 理 職 手 当

 

特 殊 勤 務 手 当 通 勤 手 当

総

勤 務 手 当
千円 千円 千円

 

千円 千円 千円 千円

本　

 

年　度 69,834 6

 

54,518 32,7

括

60 83,379 43

給

6,352 121 10

　

0,117

職員手当の

　

内訳

前　年　度 59,

　

700 584,590

　

31,680 81,0

　

99 421,074 1

　

21 94,575

比　

　

　較 10,134 69

　

,928 1,080 2

与

,280 15,278

費

0 5,542

管 理 職 員

区

区   分 期 末 ・ 勤 勉

分

手 当 宿 日 直 手 当 単 身 赴

職

任 手 当 児 童 手 当 等 退 職

員

手 当
特 別 勤 務 手 当

千円

数

千円 千円 千円 千円 千円

共

本　年　度 2,643

　

,625 120 500

　

56,022 375,

済

510

職員手当の内訳

　

前　年　度 2,398

　

,956 120 0 43

費

,907 551,48

合

9

比　　較 244,6

 

69 0 500 12,1

　

15 △175,979

計

注　（ ）内は、再任

備

用職員数外書き

　　職

　

員数には、会計年度任

 

用職員の人数を含まな

　

い。

504 505- 

　

  - -   -

　　考
報　 　　酬 給　　　料 職　員　手　当 計

人 千



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

千円 千円

給 料 182,623  給与改定に伴う増減分 123,013  

昇給に伴う増加分 60,585  

その他の増減分 △975  

職 員 手 当 185,547  その他の増減分 185,547  

増 減 事 由 別 内 訳

- 506 -



説 明

給与改定に伴う変動

昇任・昇格及び昇給に伴う変動

人事異動等による変動      職員数の異動状況

本年度 957  人

前年度 944  人

増減 13  人

千円

実績による変動      扶養手当 10,134  

職員の異動に伴う変動      地域手当 69,928  

管理職員特別勤務手当の導入に伴う変動      住居手当 1,080  

     管理職手当 2,280  

     時間外・休日勤務手当 15,278  

     通勤手当 5,542  

     期末・勤勉手当 244,669  

     管理職員特別勤務手当 500  

     児童手当等 12,115  

     退職手当 △175,979  

備              考

- 507 -
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（３） 給料及び職員手当の状況 

ア 職員１人当たり給与 

区 分 行政職給料表（1）適用職 行政職給料表（2）適用職 

令和７年１月１日現在 

平均給料月額 （円） 317,793 330,959 

平均給与月額 （円） 380,652 390,101 

平 均 年 齢 （歳） 41歳２月 56歳 11月 

令和６年１月１日現在 

平均給料月額 （円） 309,019 334,585 

平均給与月額 （円） 354,029 380,251 

平 均 年 齢 （歳） 41歳１月 56歳０月 

 

 

イ 初任給 

区 分 
行政職給料表（1）適用職 行政職給料表（2）適用職 

国の制度 

（円） （円） 

一般行政職（円） 技能労務職（円） 

高 校 卒 188,000 

年齢別格付 

188,000 185,700 

大 学 卒 225,500 

（例）18歳 
総合職 230,000 

－ 
185,400 

  
一般職 220,000 

  

 

 

 

  



‐  ‐ 509 

 

ウ 級別職員数 

区 分 
行政職給料表（1）適用職 行政職給料表（2）適用職 

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 

令和７年１月１日現在 

１級 
  405 人   42.4 ％ 

１級 
  2 人   7.4 ％ 

（ 2 ） （ 5.0 ） （ - ） （ - ） 

２級 
  223     23.3   

２級 
  18     66.7   

（ 21 ） （ 52.5 ） （ 10 ） （ 100.0 ） 

３級 
  256     26.8   

３級 
  7     25.9   

（ 17 ） （ 42.5 ） （ - ） （ - ） 

４級 
 53    5.5   

４級 
  0     0.0   

（ - ） （ - ） （ - ） （ - ） 

５級 
  19     2.0   

  
            

（ - ） （ - ）           

計 
  956     100.0   

計 
  27     100.0   

（ 40 ） （ 100.0 ） （ 10 ） （ 100.0 ） 

令和６年１月１日現在 

１級 
  388 人   42.2 ％ 

１級 
  2 人   7.1 ％ 

（ 1 ） （ 1.8 ） （ - ） （ - ） 

２級 
  202     22.0   

２級 
  19     67.9   

（ 26 ） （ 49.1 ） （ 19 ） （ 100.0 ） 

３級 
  255     27.8   

３級 
  7     25.0   

（ 26 ） （ 49.1 ） （ - ） （ - ） 

４級 
  56    6.1   

４級 
  0     0.0   

（ - ） （ - ） （ - ） （ - ） 

５級 
  17    1.9   

  
          

（ - ） （ - ）             

計 
  918    100.0   

計 
  28     100.0   

（ 53 ） （ 100.0 ） （ 19 ） （ 100.0 ） 

注 （  ）内は、再任用職員数外書き 
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エ 級別の基準となる職務 

区 分 行政職給料表（1）適用職 行政職給料表（2）適用職 

１ 級  主事の職務 技能主事の職務 

２ 級  主任の職務 技能主任の職務 

３ 級  課長補佐又は係長の職務 技能長の職務 

４ 級  部次長又は課長の職務 統括技能長の職務 

５ 級  部長の職務   
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オ 昇給 

区 分  合 計 

代 表 的 な 職 種 

行政職給料表

（1）適用職 

行政職給料表

（2）適用職 

本

年

度 

職 員 数 （Ａ） （人） 957  932  25  

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 733  726  7  

号 給 数 別 内 訳 

１号給 （人） 5  5  0  

２号給 （人） 4  4  0  

３号給 （人） 27  27  0  

４号給 （人） 606  600  6  

５号給 （人） 48  47  1  

６号給 （人） 43  43  0  

比      率（Ｂ）／（Ａ） （％） 76.6  77.9  28.0  

前

年

度 

職 員 数 （Ａ） （人） 944  917  27  

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 735  727  8  

号 給 数 別 内 訳 

１号給 （人） 3  3  0  

２号給 （人） 15  15  0  

３号給 （人） 3  3  0  

４号給 （人） 616  609  7  

５号給 （人） 53  52  1  

６号給 （人） 45  45  0  

比      率（Ｂ）／（Ａ） （％） 77.9  79.3  29.6  
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カ 期末手当・勤勉手当 

区分 

支給期別支給率（月分） 職制上の段階、 

備考 
６月 12月 ３月 計 

職務の級等に 

よる加算措置 

本年度 
2.425 2.425 － 4.85 

有   
（1.275） （1.275） （ － ） （2.55） 

前年度 
2.325 2.325 － 4.65 

有   
（1.225） （1.225） （ － ） （2.45） 

国の制度 2.300 2.300 － 4.60 
有   

（令和７年度） （1.200） （1.200） （ － ） （2.40） 

注 （  ）内は、再任用職員分 

 

 

キ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区分 
20 年勤続 25 年勤続 35 年勤続 最高限度 

その他の加算措置等 備考 
の者（月分） の者（月分） の者（月分） （月分） 

支給率等 23.0 30.5 43.0 43.0 
定年前早期退職特例 

  
措置（2～20％加算） 

国の制度 
24.586875 33.27075 47.709 47.709 

定年前早期退職特例 
  

（支給率等） 措置（2～45％加算） 

 

 

ク 地域手当 

支 給 対 象 地 域 全市域 

支 給 率 （％） 16.0 

支 給 対 象 職 員 数 （人） 
1,033 

（令和７年１月１日現在） 

国の指定基準に基づく支給率 （％） 16.0 
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ケ 特殊勤務手当 

区 分 全 職 種 
代 表 的 な 職 種 

行政職給料表（1）適用職 行政職給料表（2）適用職 

給料総額に対する比率(%) 0.003 0.0005 0.084 

支給対象職員の比率(%) 
2.6 0.8 51.4 

（令和７年１月１日現在） 

代表的な特殊勤務 
支給額の多い手当 犬猫等死体処理手当 

手 当 の 名 称 支 給 対 象 者 
犬猫等死体処理手当 

の 多 い 手 当 

 

 

コ その他の手当 

区 分  
国の制度 

差 異 の 内 容 
との異同 

扶養手当 異なる 

西 東 京 市 国 

       

子 11,500円 子 11,500円 

特定期間の子 15,500円 特定期間の子 16,500円 

その他の扶養親族 6,000円 その他の扶養親族 6,500円 

 部次長・課長級の場合 3,000円    

       

住居手当 異なる 

西 東 京 市 国 

       

年度末年齢 35歳未満の借家・借間 借家・借間居住者   

居住者である世帯主等  最高支給限度額 28,000円 

  15,000円    

        

通勤手当 異なる 

西 東 京 市 国 

       

交通機関   交通機関   

 全額支給限度額 150,000円  全額支給限度額 150,000円 

交通用具（2km以上）   交通用具（2km以上）   

 全額支給限度額 15,000円  全額支給限度額 31,600円 

        

 

 


